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（様式１）施設の設置に関する方針 

主要な施

策 

整備水準 
事業の 

重点化・効率

化の方針 

中期目標を達

成するための

主要な事業 

備   考 
指標等 

現在 

(平成 28 年度

末) 

中期目標 

(平成 32 年度

末) 

長期目標 

(平成 42 年度

末) 

汚水処理 
下 水 道 処 理

人口普及率 
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（様式２）施設の機能の維持に関する方針 

 

ａ）主要な施設に係る主な措置 

ⅰ）劣化・損傷を把握するための点検・調査の計画 

主要な施設 点検・調査の頻度 

管渠施設 

5 年～10 年に 1 回点検を実施する。 

調査は 7 年～15 年に 1 回実施し、点検の結果、異常の可能性がある箇所に

ついては、調査を実施する。 

汚水ポンプ施設 

（ポンプ本体） 
― 

水処理施設 

（ローター式） 
分解・調査を概ね 5～10 年に 1 回実施する。 

汚泥処理施設 

（汚泥脱水機） 
― 

 

ⅱ）診断結果を踏まえた修繕・改築の判断基準 

主要な施設 修繕・改築の判断基準 

管渠施設 劣化度、重要度及び経過年数に応じて緊急度 1 および 2 で改築を実施する。 

汚水ポンプ施設 

（ポンプ本体） 
― 

水処理施設 

（ローター式） 
健全度３と診断された際に、改築の実施を検討する。 

汚泥処理施設 

（汚泥脱水機） 
― 

 

 

 

 

 

 

 



ⅲ）改築事業の概要（平成 29 年度～平成 34 年度） 

主要な施設 改築事業の概要 

管渠施設 ― 

汚水ポンプ施設 

（ポンプ本体） 
― 

水処理施設 

（ローター式） 
― 

汚泥処理施設 

（汚泥脱水機） 
― 

 

ｂ）施設の長期的な改築の需要見通し 

改築の需要見通し 

（年当たりの概ねの事業規模の試

算） 

試算の対象時期 試算の前提条件 

概ね 10,000 千円 100 年 標準耐用年数による更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式３）財政計画書 

 

 

 

 

                                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（千円）
イ．経費の部

管渠 ポンプ場 処理場 計 うち用地費

344,000 618,000 962,000 7,000 962,000

286,993 740,200 1,027,193 7,000 7,082 648 1,034,923

344,000 618,000 962,000 7,000 962,000

286,993 740,200 1,027,193 7,000 7,082 648 0 1,034,923
計

平成6年

～平成12年

合計
建設改良費 起債元利

償 還 費
維　持
管理費

その他
年次

（千円）
ロ．財源の部

444,000 52,000 962,000 962,000

474,000 55,193 1,027,193 74 7,656 7,730 1,034,923

444,000 52,000 962,000 962,000

474,000 55,193 1,027,193 74 7,656 0 7,730 1,034,923

接続率：59.8 ％(平成27年度：初年度）→ 100 ％（平成42年度：最終年度）

講じる対策：戸別訪問による普及活動の実施。利子補給制度。

有収率：100％(平成27年度：初年度）→100％（平成39年度：最終年度）

その他講じる対策

適切な時期に適正となる下水道使用料の見直しを行う。

他会計
繰入金

年度

下水道使用料

※関連事項

使用料 町費

講じる対策：滞納がなくなるよう、広報等で下水道使用者に対し理解を求める。雨水などの誤接続や不明水対

策、無届対策として広報活動や指定業者への指導を行う。井戸利用者の認定数量の見直し等を図る。

その他

平成6年

～平成12年

合計

維持管理費および起債償還費建　　　設　　　費

国費 その他計 計

498,000

466,000

受益者
負担金

498,000

466,000
計

起債

 96.2%（平成 28 年度：初年度） 
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